
Ⅰ. 緒言

災害は、自然によるもの、人為的によるもの
など様々な要因により生じる。日本では、地震
による被害を過去から受け続けており、被害は
他の災害と比較し圧倒的に大きい。また、今後
も南海トラフ地震のように広範囲で大規模な地
震が発生する可能性が高いことが、内閣府の発
表からも明らかである。
厚生労働省は東日本大震災を踏まえ、平成23
年10月に災害医療のあり方に関する報告書案を

発表し、透析患者や慢性疾患患者への治療の継
続、災害拠点病院の全面耐震化など発災後中長
期における医療継続の重要性について言及して
いる。また、多くの自治体が医療機能継続のた
めの事業継続計画（BCP）の策定について災害
拠点病院を中心に推奨している。
検査機能を早期に回復し、病院における医療
機能継続を支えるためには、全ての検査項目、
サービスの復旧を目指すのでは無く、検査業務
を前もって予定した規模に縮小することにより、
検査室の対応力を臨床から求められる一定のレ
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〈特集：検査技術の新たな展望（１）〉



ベルに早期に回復することができる。また、検
査業務に優先順位をつけることにより、計画的
かつ早期に検査機能が回復できると考えられる。
本稿では、大規模地震発生後、検査室の早期
機能回復、継続のために、メーカーとしてどの
ように貢献できるのか、ディメンションを中心
に述べることとする。

Ⅱ. 災害時測定項目

発災直後は多くの軽傷患者が近くの病院に自
力で来院する。その後、重症患者が救出され災
害拠点病院に搬送されてくる。発災直後は圧倒
的に医療資源が枯渇する中、一般外来は中止さ
れ、トリアージによる治療や搬送の優先順位に
従って患者を受け入れ、バイタルサイン安定化
のための治療が中心となり、入院患者について
は積極的な治療を中止し病態が悪化しないため
の最小限の治療が実施されると考えられる。
迅速簡易超音波検査による内出血の有無、カ
リウム、CK、ミオグロビンによるクラッシュ症
候群の診断などの検査がトリアージの感度、特
異度に関与する。しかしながら、多くの患者が
殺到し、数十秒から数分でトリアージを実施し
なければならない状況において検体検査の実施
は難しく、トリアージの判定をより複雑にする
といった課題となる。一方、トリアージにより
赤タグ、黄タグに分類された患者の二次的な診
断、治療において検体検査、迅速簡易超音波検
査は必須である。
入院患者については、被災による心的ストレ
ス、食事環境悪化による栄養不良に加え、回診
回数が減り、時間も短縮される。このような環
境において、病態悪化をいち早く把握するため
には、一般的な生化学項目を中心とした検体検
査が有効になると考えられる。ドクターにとっ
て担当する患者様に対し十分な診療が実施でき
ないことは大きなストレスであり、病態把握の
ための検体検査が実施できることにより、安心
してトリアージや重症搬送患者の治療にフォー
カスできる。過去の震災においても、災害直後
から、一般生化学や血算など、通常時と同じよ
うな項目がオーダーされており、震災直後から
一般的な生化学検査項目結果を報告できる体制
をいち早く構築することは重要である。

災害時には、熱傷、溺水、クラッシュ症候群
に加えて、深部静脈血栓症、高血圧、心筋梗
塞、心不全など循環器系疾患患者が増加する。
従って、Dダイマー、トロポニン、ミオグロビ
ン、BNPなどが測定できる体制が望ましい。

Ⅲ. 測定検体数

災害時には重症搬送患者、赤タグ、黄色タグ
患者、入院患者の、バイタルサイン安定化のた
めの検査に加え、入院患者の病態把握のための
検査が実施されると考えられる。重症搬送患者
受け入れ数は、災害時追加病床数など、病院全
体の事業継続計画から推測することが可能であ
る。入院病棟からの検査依頼数については予め
臨床側と相談し、検査項目に加えて検査依頼数
の制限について合意することにより、スムーズ
かつ効果的な検査を実施できる。分析装置には
想定される検体数を処理できる能力が求められ
る。
災害時には、電子カルテ、オーダリングが使
えなくなり、検査伝票による検査受付が主流に
なると考えられる。また、エレベータが停止し、
検査伝票、検体搬送、結果報告などの業務が増
加する。病院が高層建築の場合、検査受付を中
層階に複数設置するとともに、トランシーバー
などを用いて、受付け状況、検査状況を交信す
ることにより、検体搬送、結果報告がスムーズ
に行える。検査受付の設置場所や運用によって
も検体数は大きく変わってくる。事前に検査項
目、受付場所、検査制限について合意、周知し
ておくことにより、必要な検査を迅速、かつ効
率的に実施できる。

Ⅳ. 検査復旧時間

発災後１～２時間以内に病院は通常体制から
災害体制に切り替えられる。この間に検査室も
災害体制へ切り替えなければならない。ルチン
装置の停止、職員の安否確認、ライフライン、
オーダリング、検査室インフラなど被害状況確
認に加えて、災害用装置の立ち上げ、受付の設
置、検査伝票の準備など、短時間で実施するこ
とになる（表１）。また、災害時の検査体制や
測定中検体の取扱い、結果の取扱いなど事前に
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決めておき、診療側の合意を得ておくことによ
り復旧までのスピードを上げることができる
（表２）。災害時に使用する分析装置は非常用電
源と接続されている場合であっても、大きな揺
れの際には、安全のため一旦メイン電源を落と
し再度立ち上げる必要がある場合がある。その
ため、災害用装置は立ち上げ後、測定開始まで
の時間が短く、立ち上げ操作が簡単な装置が望
ましい。

Ⅴ. ライフライン断絶への対応

予め病院毎に想定されている電気、水、ガス、
通信の復旧時間、自家発電量、貯水量を確認し、
ライフライン断絶への対応について準備するこ
とが望ましい。また、地震の予想については、
内閣府や自治体が発表している、南海トラフ地
震、主な断層による地震の被害予測、過去の震
災における被害状況が参考となる。電気は数日
で復旧する地域が大半であった。また、自家発
電により、災害用装置の電源を確保出来る可能
性が高いと考えられる。水道は１週間以上断水
する可能性があり、施設毎の貯水量では不十分
なケースが多いため、検査継続において最大の
障害は断水となる場合が多いと考えられる。事
前の合意があったとしても、復旧の見通しが立
たない状況において検査室が大量の水を使用す
ることは難しい。また、建物被害、貯水槽から
蛇口までの配管漏れにより水が使用できないケ
ースも想定される。従って、災害時には水道の
蛇口からの水は供給されないことを前提とし、
体制を構築することが望ましい。水を使用しな
い装置や僅かな水の備蓄量で稼動できる装置以
外は災害時には使用できないと考えたほうが良
い。

Ⅵ. 試薬、消耗品の備蓄

災害時には、物流が停止する可能性が高い。
測定に必要な試薬が不足し、検査が中断する。
メーカー各社は災害時の搬送体制として、委託
運送業者と協定を結び、緊急災害車両として物
品を配送する体制を準備しているが、地震、津
波により、路面損傷、沈下、橋梁損傷が多数発
生し、また、トラックの大半が政府により確保

されるため、如何なる輸送体制を準備したとし
ても災害時の物流については確約することは出
来ない。従って、弊社ではできる限り災害時に
使用する装置の近くに試薬、消耗品を備蓄され
ることを推奨している。ディメンション用測定
試薬については以下のコンセプトに基づき災害
用試薬パックを準備し、備蓄を推奨している。
①災害時には最大の効果を発揮するが、災害が
発生しない限り使用されることは無く単なるコ
スト増となるため、医療期間におけるコスト負
担を最小限となるよう価格を設定する。
②１年間継続して使用できるよう有効期限を管
理し、定期的に供給する。
③ライフラインが断絶する環境下における必要
最小限の検査継続を目的とする。
クレアチニン・尿素窒素（腎機能）、AST・

ALT・ビリルビン（肝機能）、ALP（肝機能・全
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○ 分析装置電源OFF 

○ 勤務職員安否確認 

○ 防火確認 

○ ライフライン確認 

○ 検査室建物被害確認 

○ 災害時使用装置の確認、検査準備 

○ 分析装置状況確認 

○ オーダリング確認 

○ 分析中検体の扱い 

○ オーダー残検体の取扱い 

 

○ 災害体制スタート条件、災害体制期間 

○ 測定場所、目的 

○ 検査項目 

○ 検査機器 

○ 想定検体数 

○ 結果報告目標時間 

○ 検査受付のための机や棚（特設する場合） 

○ 検査案内（測定項目、採血管） 

○ 検査伝票 

○ 担当者、シフト、集配経路 

 

表１ 発災直後の検査室対応-

表２ 災害体制事前取り決め事項



体的な機能異常）、総タンパク・アルブミン
（栄養状態）、CK（心疾患、筋損傷）の９項目を
パックとして供給する（表３）。
備蓄量を決めるためには、既述の想定検査依
頼数、ライフライン断絶期間に加えて、物流再
開時期を予測し、災害体制の期間を決めなけれ
ばならない。１日も早く通常の検査体制に戻す
ことも重要であるが、災害時には、災害期間を
決め、その間は一定の検査しか実施できないこ
とを周知することにより、診療側、検査側のス
トレスを軽減でき、限られた検査情報の中で確
実な診療を実施することが可能になる。過去の
災害におけるライフライン断絶期間、余震によ
る更なる検査中断などを考慮すると、少なくと
も１週間は災害体制を継続し、その間の試薬、
標準液、コントロール、水を備蓄しておくこと
が望ましい。

Ⅶ. 人的資源不足への対応

災害時には職員自身や家族が被災することに
より、出勤できなくなる状況が考えられる。そ
ういった中、患者様が殺到すると、圧倒的な人
的資源不足となる。人員確保のためには、連絡
先リスト、居住地マップ、通勤手段、方法、徒
歩通勤時間など予め準備しておくことが重要で
ある（表４）。
また、災害対策用装置をより多くのスタッフ
が使用することが出来れば、柔軟なシフト体制
を構築し、検査を継続できる。そのためには、
A. 検査機器の操作が簡単であること、B. 災害
対策用マニュアルが完備されていること、C. ト
レーニングが継続して行われていることが重要
であると考えられる。
A. 簡単な操作については、近年の医療機器

は、技術の進歩もあり、操作が非常に簡便にな

りつつある。ディメンションシリーズにおいて
も、簡単な操作により、結果を報告することが
出来る。
B. 災害対策用マニュアルについては、施設の
状況に応じて必要となるマニュアルのレベルは
異なるため、施設のレベルに合わせたマニュア
ルの準備が望ましい。企業が一方的に作成した
マニュアルを備えておくよりも、災害時を想定
しながら、必要事項だけを盛りこんだマニュア
ルが災害時には役立つと考えられる。オンライ
ンが使用出来ない状況でのオーダーの立て方、
日々の作業では行わない機器の終了、立ち上げ
操作、立ち上げ後の機器のチェック方法などマ
ニュアルの手順に従うことにより、災害時でも
スムーズに検査を開始することが可能となると
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 　項　目   　  診断部位 

クレアチニン・尿素窒素         腎機能 

AST・ALT・ビリルビン         肝機能 

ALP        肝機能、全体的な機能異常 

総タンパク・アルブミン 　　         栄養状態 

CK     　      心疾患、筋損傷 

 

○ 連絡先リスト（固定、携帯） 

○ 居住地マップ 

○ 通勤手段と時間 

○ 徒歩通勤の場合の通勤時間 

○ 出勤するかどうかの取り決め 

○ 職員の派遣　院内、院外 

 

○ 検査項目表

○ 問い合わせ窓口（PHSならびに内線）

○ オーダー方法

○ 受付場所

○ 報告方法

○ 外注検査等の情報

表３ The test methods of chemistry for stock 

表４ 人材確保のための事前準備

表５ 検査体制のアナウンス



考えられる。ディメンションシリーズを災害対
策用として設置していただいた施設では、施設
毎で想定される状況を想定したマニュアル作成
を手伝うことにより、災害時に災害用機器を役
立てていただくことを目指している（図１）。
C. トレーニングに関しては、施設の要望に応
じて弊社社員によるトレーニングを実施するこ
とにより、より多くのスタッフにディメンショ
ンを使用出来るようになっていただく。しかし
ながら、一度のトレーニングを受けただけでは、
全員が問題なく使用出来るようにはなれないの
で、定期的に施設で実施することが望ましいと
考えられる。

Ⅷ. チーム連携

既述のとおり、災害時における検査体制は、
検査室だけで決められるものでは無く、診療側
との相談、合意が必要である。災害対策本部へ
参加し想定患者数や病院全体の災害体制につい
て情報を得ることにより、現実的かつ効果的な
検査室の災害体制を構築できる。検体や結果搬
送など、他部署の協力を得ることも容易になる。
また、災害発生時に検査体制を速やかに周知し、
情報を積極的に発信することにより、他部署と
の連携がスムーズに行える（表５）。
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図１ ディメンション用災害対策マニュアル



災害時には自施設の検査機能継続に加えて、
連携する病院や検査室への人、物を中心とした
支援活動、避難所や仮設診療所における検査活
動についても他施設検査室と協力しあらじめ計
画することが望ましい。また、事業継続計画に
ついて他施設の検査室と共有することにより、
より現実的、効果的な計画が策定でき、自施設
への出勤ができない場合であっても、近所の病
院の検査室をサポートすることができるように
なる。

Ⅸ. 災害対策機としてのディメンション

災害対策といった観点からディメンションを
見た場合、以下の特長が挙げられる（図２）。
①検体測定に加えて、装置立ち上げから試薬補
充にわたる全ての操作が簡単であるため、多数
のオペレータによる測定体制を構築できる。
②僅かな水の備蓄量で長期間の測定を継続でき
る。
③試薬カートリッジ方式により、限られたスペ
ースに備蓄可能。
④高い処理能力により、想定される検査依頼数
に余裕をもって対応可能である。
⑤ 100V電源で移動出来る。また、キャスター
により移動可能であるため、安全な場所に移動
し測定可能。

⑥災害時に必要な検査項目を幅広くカバー。
⑦災害対策パックの販売により、低コストで備
蓄体制を構築可能。
⑧エアバス方式により24時間継続測定可能。本
震、余震時の恒温槽からの水漏れ無し。

Ⅹ. 災害対策としてメーカーに求められること

災害に適した装置の開発、災害時物流体制の
構築、物流が停止した場合の対応（災害パック）、
サービス体制の早期復旧に加えて、検査室の災
害体制構築に役立つ情報提供活動が求められる。
弊社では実際に災害を体験された施設や災害対
策を実施している施設にインタビューを行い、
過去の震災において検査室、病院でどのような
ことが起こったのか？また、どのように対応さ
れたのか？各検査室がどのような準備を実施さ
れているのか？など、検査室の先生方の経験や
ノウハウを共有いただけるよう発信している。
また、学会におけるセミナーや各医療機関にお
ける勉強会を通して、より多くの先生方に災害
に関する情報を今後も継続し提供していく。

ⅩⅠ. おわりに

東日本大震災後、病院全体の災害対策、事業
継続計画が進められてきている。一方、検査室
においてはコスト削減、効率化の流れの中、検
査の集中化、自動化、効率化を目的とし、災害
時の使用には限界のある大型自動分析装置が主
流となってきている。即ち、検査室としての災
害対応能力は低下していると考えられる。災害
対策用としてPOC装置の活用を予定されている
施設もあるが、災害時にはバイタルサイン安定
化のための検査だけでなく、入院患者の病態把
握のための検査も必要であり、診療側から求め
られるレベルの検査を実施するには無理がある。
災害時に一定のレベルで検査を継続するための、
より現実的で具体的な計画や活動について、検
査室の先生方のアドバイスをいただき、先生方
とともに考え提案していくことがメーカーとし
ての責務であると考えている。
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図２ ディメンションXpand-Plus


